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奈良市報告第７８号 

 

使用料の徴収に関する処分等についての 

審査請求に係る報告について 

 

使用料の徴収に関する処分等について行われた行政不服審査法第２条の規定による審

査請求に対し、次のとおり却下したので、地方自治法第２２９条第４項及び第２３１条の

３第９項の規定により報告する。 

令和３年１０月２８日提出 

 

奈良市長  仲 川 元 庸 

 

第１ 審査請求年月日  

別記１の「審査請求日」欄記載の各日付け 

第２ 主文  

審査請求人が提起した別記１記載の各審査請求（以下「本件各審査請求」という。）

を却下する。 

第３ 事実及び意見の理由 

１ 事案の概要 

 ⑴ 本件各使用料免除不承認 

   審査請求人は、平成２１年３～４月に当時の奈良市長が審査請求人の世帯の救済

措置を講ずる旨の判断をしたことが減免事由に該当するとして、別記１の「処分等

の申請日」欄記載の各日付けで令和２年度（令和２年３月から同３年２月まで）及

び令和３年度（令和３年３月から同４年２月まで）の各下水道使用料の免除申請を

それぞれ行ったところ、処分庁は別記１の「処分等の日」欄記載の各日付けでそれ

ぞれ不承認（以下「本件各使用料免除不承認」という。）とした。 

⑵ 本件各料金通知及び本件各使用料通知 

  処分庁は、審査請求人に対し、別記１の「処分等の日」欄記載の各日付けで、令

和２年２月分、同年３月分及び同年７月分から同年１２月分まで並びに令和３年１

月分及び同年２月分の水道料金の納入通知(以下「本件各料金通知」という。)及び
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下水道使用料の納入通知（以下「本件各使用料通知」という。）をそれぞれ行った。 

⑶ 本件各料金猶予不承認 

 処分庁は、審査請求人が別記１の「処分等の申請日」欄記載の各日付けで行った

令和２年１月分から同年４月分まで及び同年６月分から同年１２月分まで並びに令

和３年１月分の水道料金の各支払猶予申請に対し、別記１の「処分等の日」欄記載

の各日付けで、それぞれ不承認（以下「本件各料金猶予不承認」という。）とした。 

⑷ 本件各使用料猶予不承認 

 ア 処分庁は、審査請求人が別記１の「処分等の申請日」欄記載の各日付けで行っ

た令和２年１月分から同年３月分まで及び同年５月分から同年１２月分まで並び

に令和３年１月分の下水道使用料の各支払猶予申請に対し、別記１の「処分等の

日」欄記載の各日付けで、それぞれ不承認（以下「本件各使用料猶予不承認」と

いう。）とした。 

イ 処分庁は、令和３年４月１６日付けで、本件各使用料猶予不承認（令和３年１

月分を除く。）をいずれも職権で取り消した上、新たに不承認とした。 

⑸ 本件各料金督促及び本件各使用料督促 

  処分庁は、審査請求人に対し、別記１の「処分等の日」欄記載の各日付けで、令

和２年１月分、同年２月分、同年４月分から同年７月分まで及び同年９月分から同

年１２月分まで並びに令和３年１月分の水道料金及び下水道使用料の各督促（以下、

それぞれ「本件各料金督促」、「本件各使用料督促」という。）をそれぞれ行った。 

⑹ 本件各処分等 

  本件は、審査請求人が上記⑴から⑸までの各処分等（以下「本件各処分等」とい

い、これらのうち水道料金に係る本件各料金通知、本件各料金猶予不承認及び本件

各料金督促を「水道料金に係る各措置」という。）に対し、これらを不服として本件

各審査請求を提起したものである。 

 ２ 関係法令 

別記２のとおりである。 

３ 基礎事実 

  本件各審査請求において当事者から提出された資料から容易に認められる事実及

び顕著な事実は、次のとおりである。 

⑴ 平成１３年処分取消判決 
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  審査請求人は、奈良市水道事業管理者（当時）に対し、平成１３年９月１８日付

けで水道料金の免除申請（以下「平成１３年申請」という。）を行ったところ、奈良

市水道事業管理者は、同年１１月１６日付けで免除の認定をしない旨の処分（以下

「平成１３年処分」という。）を行った。 

これに対し、審査請求人が不服申立てを経て、奈良市を被告として平成１３年処

分の取消しを求める訴えを奈良地方裁判所に提起したところ、同裁判所は、これを

棄却する判決をした。 

審査請求人が同判決を不服として大阪高等裁判所へ控訴したところ、同裁判所は、

平成１６年５月２７日、奈良市行政手続条例第８条第１項に規定する理由の提示を

欠いた手続上の違法があるとして、平成１３年処分を取り消す判決（以下「平成１

３年処分取消判決」という。）をした。 

そして、最高裁判所は、平成１７年１２月９日、奈良市による上告受理申立てを

不受理とする決定をしたため、平成１３年処分取消判決が確定した。 

⑵ 平成２１年免除承認 

 ア 平成１３年処分取消判決を受けて、奈良市水道事業管理者は、平成１３年申請

に対し、処分理由の記載に変更を加えた上、平成１８年１月１２日付けで再度、

免除の認定をしない旨の処分（以下「平成１３年再処分」という。）を行った。 

審査請求人は、これを不服として、平成１８年１月１６日、平成１３年再処分

の取消し等を求めて審査請求を行った。 

イ 奈良市長藤原昭（当時）は、奈良市水道事業管理者に対し、平成１３年申請を

承認するように平成２１年３月３１日付けの依頼文書を出した。 

ウ 奈良市長藤原昭は、上記アの審査請求に対する同年４月２８日付け裁決で平成

１３年再処分を取り消した。 

エ 奈良市水道事業管理者は、平成２１年５月７日付けで平成１３年申請の承認（以

下「平成２１年免除承認」という。）をした。 

４ 本件各審査請求における審理手続の概要 

 ⑴ 審査請求人は、別記１の「審査請求日」欄記載の各日付けで、本件各審査請求の

申立てに係る各審査請求書（以下「本件各審査請求書」という。）を、それぞれ処分

庁に提出した。 

 ⑵ 本件各審査請求について、それぞれ審理員の指名がされ、審理手続が開始された。 
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⑶ 審理員は、審査請求人に対し、本件各審査請求について、①本件各審査請求書か

ら職員個人に対する誹謗中傷その他の不当な記載及び本件各審査請求と無関係な記

載を除外し、実質的な本件各審査請求の理由となる事項を特定すること及び②当該

事項とそれまで審査請求人が提起してきた多数の審査請求における実質的な審査請

求の理由との異同について回答を求める質問（以下「本件各補正質問」という。）を

それぞれ行ったところ、いずれに対しても、審査請求人は回答を口頭意見陳述の場

で行う旨のみ回答した。 

そこで、口頭意見陳述の機会の付与の判断のため、さらに本件各補正質問と同内

容の再質問（以下「本件各再質問」という。）をそれぞれ行ったが、本件各再質問の

いずれに対しても、審査請求人は回答を口頭意見陳述の場で行う旨のみ回答した。 

⑷ 令和３年８月１６日、本件各審査請求に係る審理手続を併合した。 

⑸ 令和３年８月２６日、処分庁より本件各審査請求に係る弁明書が提出された。 

⑹ 令和３年９月９日、本件各審査請求に係る審理手続を終結した。 

５ 審査請求人の主張の要旨 

 ⑴ 奈良市は、審査請求人に対して、平成１１年～同２１年という長期にわたって、

審査請求人の世帯に対し防貧策である各種減免制度を適用せず、少なくとも６回の

違法処分等の有責な人災を加え、審査請求人の就労と生活再建の機会を奪い、審査

請求人及びその家族に肉体的精神的苦痛を負わせた。奈良市がそれらの経済的損失

の回復や慰謝等を行い、防貧策である減免制度の実効性を確保することが「奈良市

の償い」である。 

 ⑵ 平成１９年～同２１年にかけて審査請求人と奈良市職員とが「奈良市の償い」に

ついて協議をした結果、審査請求人が奈良市に対して国家賠償請求をしないことと

引換えに、審査請求人及びその家族の肉体的精神的苦痛に対する慰謝及び審査請求

人の就労と生活再建の機会を奪ったこと等による経済的損失が回復されるまで「奈

良市の償い」を免除理由として奈良市全市で発生する審査請求人の世帯の負担金等

の免除をするとの「奈良市の償い」に関する合意が成立し、奈良市は、当該合意に

基づき、平成２９年まで審査請求人の世帯の各種徴収金を減免してきた。 

 ⑶ 平成２１年免除承認は、「奈良市の償い」を免除理由として審査請求人の世帯の経

済的損失等が回復されるまで毎年申請することなく水道料金の免除の自動継続を承

認する処分である。 
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水道料金に係る各措置は、「奈良市の償い」の基礎事実及び経緯について全くの無

知・無能な奈良市の特定職員の犯罪的行為により作出された事実捏造文書を唯一の

よりどころとしてなされた重大かつ明白な違法処分であり、信義則にも違反してい

るため、無効又は取り消されるべきである。 

  ⑷ 本件各使用料免除不承認は、「奈良市の償い」が奈良市下水道条例第３９条の免除

事由に該当するにもかかわらず、「奈良市の償い」の基礎事実及び経緯について全く

の無知・無能な奈良市の特定職員の犯罪的行為により作出された事実捏造文書を唯

一のよりどころとしてなされた重大かつ明白な違法処分であり、かつ理由提示の不

備により奈良市行政手続条例第８条第１項に違反し、信義則にも違反しているため、

無効又は取消しを免れない違法な処分である。 

  ⑸ 本件各使用料通知及び本件各使用料督促は、上記⑷のとおり、違法な平成３１年

度の下水道使用料免除等申請不承認処分又は令和２年度の下水道使用料免除等申請

不承認処分の後続処分であるから、本件各使用料通知及び本件各使用料督促も違法

な処分である。 

  ⑹ 本件各使用料猶予不承認については、「奈良市の償い」が奈良市下水道条例第３９

条の支払猶予事由に該当するにもかかわらず該当しないとされ、長年にわたり審査

請求人と奈良市の間に形成された信頼関係を不当に破壊するもので、信義則違反の

違法な処分であり、無効又は取り消されるべきである。 

  ⑺ 本件各料金猶予不承認及び本件各使用料猶予不承認については、理由提示の不備

により奈良市行政手続条例第８条第１項に違反してなされた重大かつ明白な違法処

分でもあり無効又は取り消されるべきである。 

６ 処分庁の主張の要旨 

⑴ 本案前の主張 

 ア 審査請求人の主張は、何ら正当な根拠に基づかないものであるのみならず、奈

良市職員らを根拠なく誹謗中傷する不当なものであり、審査請求人が大量かつ執

拗に反復提起した本件各審査請求と同様の理由に基づく審査請求に対しては、既

に多数の棄却又は却下の裁決がされている。これらの状況や審査請求人の行為が

奈良市不当要求行為等審査会により不当要求行為等として認定され、審査請求人

に対して警告書が送付されているといった状況に鑑みると、本件各審査請求の本

案に係る審理手続を行うことは、本来の住民福祉に傾注されるべき職員の公務を
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妨げ、職員に対する誹謗中傷を許すのみで有害無益であることから、本件各審査

請求は審査請求権の濫用であって、審査請求の利益を欠くものとして却下される

べきである。 

イ 水道料金債権は、水道法第１５条第１項や東京高等裁判所平成１３年５月２２

日判決（最高裁判所第二小法廷平成１５年１０月１０日決定により確定）が明示

するように、私法上の給水契約によって発生する私債権であって、水道料金に係

る各措置は処分性が認められないため審査請求の対象とならない。 

したがって、本件各審査請求のうち水道料金に係る各措置を対象とするものに

ついては、いずれも却下されるべきである。 

   ウ 本件各使用料猶予不承認（令和３年１月分を除く。）については、既に取り消さ

れているため、審査請求人には取消しを求める審査請求の利益はないことから却

下されるべきである。 

⑵ 本案の主張 

 ア 本件各使用料免除不承認について、審査請求人の主張する「奈良市の償い」は、

奈良市下水道条例第３９条及び同条例施行規程第３１条第１項各号に規定する免

除事由のいずれにも該当せず、審査請求人に対し、根拠規定を示して不承認の理

由を具体的に記載して通知しており、奈良市行政手続条例第８条第１項に違反す

るものではない。 

 イ 本件各使用料通知は地方自治法第２３１条に基づき、本件各使用料督促は同法

第２３１条の３第１項に基づき、いずれも適法にされている。仮に平成３１年度

下水道使用料免除等申請不承認処分又は令和２年度下水道使用料免除等申請不承

認処分が違法であったとしても、それによって平成３１年度又は令和２年度の下

水道使用料を免除する効果が発生するものではなく、審査請求人はその下水道使

用料の支払義務を負っているのであるから、本件各使用料通知や本件各使用料督

促が違法となるものではない。 

 ウ 本件各使用料猶予不承認について、審査請求人が支払猶予申請の理由として主

張する「奈良市の償い」は、奈良市下水道条例第３９条及び同条例施行規程第３

１条第１項に規定する支払猶予事由のいずれにも該当せず、また、審査請求人に

対し、根拠規定を示して不承認の理由を具体的に記載して通知しており、奈良市

行政手続条例第８条第１項に違反するものでもない。 
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 エ したがって、下水道使用料に係る各処分は、いずれも法令に基づき適正にされ

ており違法又は不当な点はない。 

７ 本件各審査請求の争点 

⑴ 本案前の争点 

ア 審査請求権の濫用 

  本件各審査請求が審査請求権の濫用にあたり、不適法なものとなるかが争点と

なる。 

イ 水道料金に係る各措置の処分性の有無 

 水道料金に係る各措置に処分性が認められ、審査請求の対象となり得るかが争

点となる。 

   ウ 審査請求の利益 

     審査請求人に審査請求の利益があるかが争点となる。 

⑵ 本案の争点 

  本件各審査請求が適法なものである場合に、次のアからオまでが争点となる。 

ア 平成２１年免除承認の効力により、現在に至るまで審査請求人について水道料

金の免除が認められるか。 

イ 審査請求人の主張する「奈良市の償い」又は「『奈良市の償い』に関する合意」

が奈良市下水道条例第３９条の免除事由に該当するか。 

ウ 審査請求人の主張する「奈良市の償い」又は「『奈良市の償い』に関する合意」

が奈良市下水道条例第３９条の支払猶予事由に該当するか。 

エ 本件各使用料免除不承認が違法の場合、本件各使用料通知及び本件各使用料督

促も違法となるか。 

オ 本件各処分等について理由提示の不備その他の違法又は不当事由が存在するか。 

８ 争点についての判断 

⑴ 本案前の争点 

ア 本件各審査請求が審査請求権の濫用に該当するかについて 

 (ｱ) 審査請求権の濫用の要件 

   ａ 権利濫用の禁止（民法第１条第３項）は、法律上の権利又は権限の行使一

般について妥当する法原則であり、行政に対する市民の権利行使に関しても

当てはまるものである。 
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   ｂ 行政不服審査制度は、行政庁の違法又は不当な処分その他公権力の行使に

当たる行為に関し、国民が簡易迅速かつ公正な手続の下で広く行政庁に対す

る不服申立てをすることができることにより、国民の権利利益の救済を図る

とともに、行政の適正な運営を確保することを目的とする（行政不服審査法

第１条第１項）ものであるところ、かかる機能に背馳し、当該審査請求がも

っぱら行政庁に審理に対応することを余儀なくさせることにより、審査請求

又はそれ以外において行政庁を困惑させることを目的とし、あるいは審査請

求が係属、審理されていること自体を社会的に誇示することにより、行政庁

に対して有形・無形の不利益・負担若しくは打撃を与えることを目的として

提起されたものであり、当該審査請求を維持することが審査請求制度の趣

旨・目的に照らして著しく相当性を欠き、信義に反すると認められた場合に

は、当該審査請求は、審査請求権を濫用する不適法なものとして、却下を免

れない。 

    ｃ 審査請求権の濫用の要件の存否については、審査請求の意図・目的・審査

請求に至るまでの経過、言動、審査請求後の対応等の諸事情を中核としなが

らも、審査請求による行政庁の応接の負担、行政庁が審査請求又はそれ以外

において被ることがあるべき不利益・負担等の内容をも斟酌するとともに、

審査請求人の主張する権利又は法律関係の基礎となる事実的、法律的主張の

根拠の有無、蓋然性の程度等の事由をも前記主観的意図を推測させる有力な

評価根拠事実として考慮の上、総合的に検討して、慎重に判断すべきである。 

(ｲ)  認定事実 

 ａ 審査請求人による度重なる免除要求 

   審査請求人は、平成２１年免除承認の前から、奈良市の徴収金に関する事

務を担当する部署や、奈良市秘書課（当時）及び文書法制課（当時）に赴き、

これらの部署の管理職に対し、「奈良市の償い」と同旨の理由を主張して、審

査請求人の世帯に係る徴収金を免除せよとの要求を繰り返し行っていた。 

 ｂ 審査請求人に対する多数の減免措置 

  ⒜ 奈良市は、審査請求人による度重なる免除要求を受けて、おおむね平成

２１年以降、下水道使用料、国民健康保険料及び一部負担金、住民票の発

行手数料並びに固定資産税その他の徴収金が発生する都度、審査請求人の
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「奈良市の償い」を理由とする申請書に基づき、支払の免除を認めてきた。 

⒝ 奈良市水道事業管理者（平成２６年４月１日以降は処分庁）は、平成２

１年以降、審査請求人に対して水道料金の請求自体を行っていなかった。 

     ｃ 平成２９年通知及びこれに対する審査請求人の反応 

      ⒜ 奈良市長は、審査請求人に対し、今後の同人に対する各種徴収金の免除

措置の取扱いを他の市民と同様の基準で適正に行う旨が記載された平成２

９年６月５日付け「水道料金・徴収金等に係る減免措置の適正な運用につ

いて」と題する通知（以下「平成２９年通知」という。）を送付した。 

平成２９年通知以降は、処分庁において、審査請求人から長時間にわた

る対応の強制その他の不当な要求を受けたとしても、各種徴収金の減免に

ついて審査請求人を特別扱いせず、他の市民と同様の基準で減免に関する

判断を行うこととされたため、審査請求人は、「奈良市の償い」に類する理

由による徴収金の免除が認められなくなった。 

⒝ これを受けて、審査請求人は、これまでどおりの各種徴収金の免除措置

を講じることを要求するため、改めて奈良市の各部署に訪問するようにな

り、その頻度は、時期的な偏りはあるものの、多いときには連日の場合を

含め週に複数回となることもあり、その対応の１回当たりの時間は５時間

程度に及ぶこともあった。 

⒞ 審査請求人は、上記⒝の訪問及び対応要求の際には、「奈良市の償い」に

基づき徴収金の免除等の措置を講ずべきことを執拗に求めるだけでなく、

審査請求人による各種徴収金の免除申請を不承認とする等、審査請求人の

要求について自己の意に沿わない対応をとった職員個人に対して、罵声を

浴びせ誹謗中傷を加えるなど執拗に個人攻撃を繰り返していた。また、当

該職員らが審査請求人にそのような不当な言動を止めるよう求め、又は対

応を拒否し若しくは打ち切ろうとした際等に当該職員らを撮影するなどし

ていた。 

ｄ 平成２９年審査請求を始めとした審査請求人による大量の審査請求 

⒜ 処分庁は、審査請求人が平成２９年４月１８日付けで行った平成２９年

度下水道使用料免除申請に対し、同年６月２７日に不承認処分を行った。 

審査請求人は、これを不服として同処分及び同処分の日以降に行われた
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水道料金及び下水道使用料の納入通知並びに督促処分の取消し等を求めて

同年９月２６日に審査請求（平成２９年度第２号請求。以下「平成２９年

審査請求」という。）を行ったが、口頭意見陳述の実施等の審理手続を経て、

平成３０年６月２８日、棄却裁決がされた。 

⒝ その後、審査請求人は、同年７月１０日に平成３０年度固定資産税減免

申請却下処分の取消し又は変更を求める審査請求（平成３０年度第５号請

求）を行ったことを皮切りに、各期の水道料金・下水道使用料及び固定資

産税に係る督促処分並びに証明書手数料免除不承認処分についての審査請

求等、本件各審査請求に係る審理手続の終結時点に至るまでに、奈良市長

に対し、多数の審査請求を提起している（平成２９年審査請求を含め、平

成２９年９月２６日から令和３年６月２４日までの間に１８５件）。 

なお、以上のほか、審査請求人は、奈良市長が行った介護保険料免除申

請不承認処分及び国民健康保険料免除申請不承認処分等の介護保険料及び

国民健康保険料に係る各処分について、奈良県介護保険審査会及び奈良県

国民健康保険審査会に対して、多数の審査請求を提起している。 

⒞ これらの審査請求における審査請求人の主張は、いずれも「奈良市の償

い」を主たる理由とするものであるほか、事案によって摘示される職員は

多少異なるものの、審査請求人の意に沿った対応を行わなかった職員の氏

名を摘示し、誹謗中傷を重ねて個人攻撃を加えるという点についても、本

件各審査請求と同様である。 

なお、平成２９年審査請求に続く審査請求人の審査請求については、上

記平成３０年度第５号請求及び平成３０年度第１期分固定資産税等督促処

分についての平成３０年度第７号請求が平成３１年３月２５日に、平成３

０年度下水道使用料免除申請不承認処分についての平成３０年度第６号請

求は平成３１年４月２４日に、いずれも棄却されている。また、平成３０

年４月分水道料金・下水道使用料納入通知処分等についての平成３０年度

第８号、第９号及び第１１号請求は平成３１年４月２４日に一部却下・一

部棄却され、平成３０年度及び同３１年度固定資産税等に係る催告につい

ての令和元年度第５６号請求は催告が処分性を有しないとして却下された

が、上記以外の審査請求は、いずれも審査請求権の濫用であるとして却下
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されている。 

⒟ 上記⒜ないし⒞の一連の審査請求手続において、平成２９年審査請求に

つき平成２９年１２月２５日に、平成３０年度第６号請求につき同３０年

１０月１２日に、平成３０年度第５号及び第７号請求につき同月１６日に、

平成３０年度第８号、第９号及び第１１号請求につき同年１１月２７日に

それぞれ口頭意見陳述が行われたが、平成３０年１０月１２日以降に行わ

れた口頭意見陳述では、審査請求人は、多数回にわたり、審理員の制止を

無視して不規則発言をしたり、審理員らに対し侮辱的な発言をしたりして

いた。最後に行われた平成３０年１１月２７日の口頭意見陳述では、審理

員から不規則発言を継続する場合は手続を打ち切ることを事前に警告され

ていたにもかかわらず、その後も不規則発言を重ねたため、口頭意見陳述

は途中で打ち切られた。 

ｅ 本件最高裁決定及び審査請求人による多数の訴訟提起 

審査請求人は、処分庁が平成２９年６月２７日付けで行った平成２９年度

の下水道使用料に係る免除申請不承認処分について、平成２９年審査請求に

よる棄却裁決を経て、平成３０年１２月２８日、「奈良市の償い」が奈良市下

水道条例第３９条に規定する免除事由に該当すること等を理由として奈良地

方裁判所に取消等請求訴訟を提起したが、同裁判所は、令和元年８月２７日、

審査請求人の主張する「奈良市の償い」が同条に規定する免除事由に該当せ

ず、理由提示の不備も認められない等として、請求を棄却（義務付けの訴え

は却下）する判決をした。 

審査請求人が同判決を不服として控訴した大阪高等裁判所においても、令

和２年２月１３日、第一審判決同様、審査請求人の主張する事由が同条例に

規定する下水道使用料の免除事由に該当せず、かつ、処分庁に裁量権の逸脱・

濫用又は信義則違反はない等として、審査請求人の控訴を棄却する判決をした。 

これを受け、審査請求人は最高裁判所に上告及び上告受理申立てをしたが、

令和２年１０月２日、同裁判所は上告を棄却するとともに上告受理申立てを

不受理とする決定（以下「本件最高裁決定」という。）をした。 

なお、審査請求人は、奈良市に対して、本件最高裁決定に係る訴訟におけ

る争点と実質的に同一の争点について同一の主張をして多数の訴訟を提起
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している（平成３０年１２月２８日から令和３年７月１９日までの間に２１

件）。 

     ｆ 奈良市不当要求行為等審査会による不当要求行為等の認定及び公表 

平成２９年５月以降における審査請求人の次の行為については、奈良市不

当要求行為等審査会により、奈良市法令遵守の推進に関する条例及び奈良市

法令遵守の推進に関する規則（以下「規則」という。）に基づき、不当要求行

為等に該当するものと認定され、平成３１年４月１８日付けで奈良市長に宛

てて報告されており、同月２６日、奈良市長及び処分庁より、審査請求人に

対して警告書が送付された。 

⒜ 通常、市民に対して行わない書類の作成、書類への押印を求めるなど、

特定の個人が有利な取扱いを受けるよう要求する行為（規則第２条第１項

第６号に該当） 

⒝ 自らの主張、市の対応についての苦情、職員に対する誹謗中傷を大声で

繰り返すなど、粗野又は乱暴な言動により他人に嫌悪の情を抱かせる行為

（規則第２条第２項第３号に該当） 

⒞ 市庁舎内で対応職員を理由なく動画で撮影したり、退去を警告している

にもかかわらず、退去しないなど、庁舎等の保全、庁舎等における秩序の

維持に支障を生じさせる行為（規則第２条第２項第５号に該当） 

⒟ 自らの主張、市の対応についての苦情、職員に対する誹謗中傷、過去の

減免申請に関する経緯説明を大声で繰り返すといったことにより、長時間

の対応を職員に続けさせるなど、市の事務事業の遂行に支障を生じさせる

行為（規則第２条第２項第５号に該当） 

しかし、審査請求人は同警告書の送付後も同様の不当要求行為等を継続

したことから、奈良市長、奈良市教育委員会教育長及び処分庁は、審査請

求人に対して令和元年１１月１日付けで再度、警告書を送付するとともに、

審査請求人を不当要求者として奈良市ホームページ等に公表した。 

(ｳ) 審査請求権の濫用の該当性についての判断 

  ａ 本件各審査請求の審理の対象となる処分等は、それぞれ異なるものの、上

記(ｲ)の経過から、本件各審査請求の理由として共通する審査請求人の「奈良

市の償い」の主張は、平成２９年審査請求を含む、審査請求人が提起する多
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数の審査請求における主張と同一であると認められる。 

そして、審査請求人は、本件各審査請求書について、本件各補正質問及び

本件各再質問により十分な余裕をもって補正の機会を付与されたにもかかわ

らずこれに応じることなく、同様の審査請求を重ねて繰り返すことにより、

補正する意思のないことを示していることから、争点の判断に関わるような

平成２９年審査請求からの事情の変更も存しないことが明らかである。 

したがって、本件各審査請求は、平成２９年審査請求その他の本案審理が

された審査請求において既に棄却の判断がなされ、本件最高裁決定において

も理由がないことが確定している審査請求人の主張を蒸し返すものにすぎず、

これらを適法な審査請求と認めて救済を図るべき正当な権利利益は認められ

ない。 

     ｂ また、本件各審査請求書の記載内容は、審査請求人の意向に従わない職員

を誹謗中傷し、自らの利益となる行為を要求するものであって、本件各審査

請求を含む審査請求人による多数の審査請求は、審査請求人が平成２１年免

除承認以降、その中でも特に平成２９年通知の発出後において奈良市不当要

求行為等審査会により不当要求行為等と認定された行為と同質であり、審査

請求人の要求に応じない奈良市に過大な負担を負わせ、再度、従前の違法な

取扱いをさせる目的でされている不当要求行為等の一環としてされたものと

認められる。 

c このように、審査請求人による不当要求行為等の一環としてされる本件各

審査請求について、通常の審査請求と同様の審理手続を進めなければならな

いとすることは、不当要求行為等の対応の負担を行政庁に強いることを許容

する結果となり、かえって行政の適正な運営を阻害することから、審査請求

制度の趣旨・目的に照らし著しく相当性を欠き、信義に反するとともに行政

の適正な運営を害すると認められる。 

ｄ したがって、本件各審査請求は、いずれも審査請求権の濫用に該当し、不

適法なものと認められる。 

ｅ なお、審査請求人は、審査請求の手続において口頭意見陳述の機会を与え

ないことは違法である旨主張するので以下述べる。 

確かに、行政不服審査法第３１条第１項本文は、審査請求人の申立てがあ
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った場合に口頭意見陳述の機会を与えなければならない旨規定しており、そ

の機会を与えることは、書面のみでは十分にその意を尽くせないところを補

充させ、もって公正な審理に資するものとして重要な意義を有する。 

しかしながら、本件においては、上記(ｲ)ｄ⒟の経緯から口頭意見陳述の機

会における正常な審理が期待できないことは明らかであること、上述のとお

り審査請求権の濫用と認められる事案であり、その機会を与えることはかえ

って不適切であると認められること、また、同項ただし書は口頭意見陳述の

機会を与えない場合を認めていることから、口頭意見陳述の機会を与えない

としても違法となるものではない。 

イ その余の本案前の争点 

本件各審査請求は、上記のとおり、審査請求権の濫用として不適法であるから、

その余の争点については判断を要しないが、本案前の争点に関して、念のため付

言する。 

(ｱ) 水道料金に係る各措置については、水道料金債権は給水契約という私法上の

契約によって発生する私債権であるため処分性を有しないこと、したがってそ

の督促も処分性を有しないこと、また、水道料金の支払猶予申請は私債権につ

いて支払猶予を求める申込みに過ぎないため、その承諾の拒否も処分性を有し

ないこと、さらに、平成１３年処分取消判決もこれらの判断に影響するもので

はないことから、いずれも審査請求の対象にならず、不適法である。 

(ｲ) 本件各使用料猶予不承認（令和３年１月分を除く。）については、上記事案の

概要１⑷イのとおり、既に処分庁により取り消されており、審査請求人は審査

請求の利益を有しないため、不適法である。 

⑵ 本案の争点 

本件各審査請求については、上記⑴のとおり、いずれも不適法であるから、本案

の争点についての判断を要しない。  

⑶ 結論 

以上のとおり、本件各審査請求は不適法であるから、行政不服審査法第４５条第

１項の規定により、主文のとおり裁決する。 

第４ 裁決日 

   令和３年１０月１８日 
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別記１ 

事件名 審査請求対象処分 審査請求日 
処分等の 

申請日 
処分等の日 

令和２年度第

１７号請求 

令和２年２月分水道料

金・下水道使用料納入

通知処分の取消し又は

無効確認を求める審査

請求 

令和２年７

月８日 
－ 

令和２年４

月６日 

令和２年度第

１８号請求 

令和２年１月分水道料

金・下水道使用料督促

処分の取消し又は無効

確認を求める審査請求 

令和２年７

月８日 
－ 

令和２年４

月１０日 

令和２年度第

２０号請求 

令和２年２月分水道料

金支払猶予申請不承認

処分の取消し若しくは

無効確認又は審査請求

人の申請を承認する処

分への変更を求める審

査請求 

令和２年７

月１５日 

令和２年４

月１４日 

令和２年４

月１５日 

令和２年度第

２１号請求 

令和２年１月分下水道

使用料支払猶予申請不

承認処分の取消し若し

くは無効確認又は審査

請求人の申請を承認す

る処分への変更を求め

る審査請求 

令和２年７

月１５日 

令和２年４

月１４日 

令和２年４

月１５日 

（令和３年

４月１６日

職権による

取消し） 

令和２年度第

２２号請求 

令和２年度下水道使用

料免除申請不承認処分

の取消し若しくは無効 

令和２年７

月１５日 

令和２年４

月１４日 

令和２年４

月１７日 
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確認又は審査請求人の

申請を承認する処分へ

の変更を求める審査請

求 

   

令和２年度第

２３号請求 

令和２年２月分水道料

金・下水道使用料督促

処分の取消し又は無効

確認を求める審査請求 

令和２年８

月５日 
－ 

令和２年５

月１３日 

令和２年度第

２４号請求 

令和２年３月分水道料

金・下水道使用料納入

通知処分の取消し又は

無効確認を求める審査

請求 

令和２年８

月５日 
－ 

令和２年５

月７日 

令和２年度第

２９号請求 

令和２年４月分水道料

金・下水道使用料督促

処分の取消し又は無効

確認を求める審査請求 

令和２年９

月３０日 
－ 

令和２年７

月１３日 

令和２年度第

３０号請求 

令和２年３月分水道料

金支払猶予申請不承認

処分の取消し若しくは

無効確認又は審査請求

人の申請を承認する処

分への変更を求める審

査請求 

令和２年１

０月１５日 

令和２年７

月８日 

令和２年７

月１３日 

令和２年度第

３１号請求 

令和２年３月分下水道

使用料支払猶予申請不

承認処分の取消し若し

くは無効確認又は審査

請求人の申請を承認す 

令和２年１

０月１５日 

令和２年７

月８日 

令和２年７

月 １ ３ 日

（令和３年

４月１６日

職権による 
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る処分への変更を求め

る審査請求 
  

取消し） 

令和２年度第

３２号請求 

令和２年１月分水道料

金支払猶予申請不承認

処分の取消し若しくは

無効確認又は審査請求

人の申請を承認する処

分への変更を求める審

査請求 

令和２年１

１月１０日 

令和２年８

月５日 

令和２年８

月１８日 

令和２年度第

３３号請求 

令和２年２月分下水道

使用料支払猶予申請不

承認処分の取消し若し

くは無効確認又は審査

請求人の申請を承認す

る処分への変更を求め

る審査請求 

令和２年１

１月１０日 

令和２年８

月５日 

令和２年８

月 １ ８ 日

（令和３年

４月１６日

職権による

取消し） 

令和２年度第

３４号請求 

令和２年５月分水道料

金・下水道使用料督促

処分の取消し又は無効

確認を求める審査請求 

令和２年１

１月１０日 
－ 

令和２年８

月１９日 

令和２年度第

３８号請求 

令和２年７月分水道料

金・下水道使用料納入

通知処分の取消し又は

無効確認を求める審査

請求 

令和２年１

１月１９日 
－ 

令和２年９

月３日 

令和２年度第

４０号請求 

令和２年６月分水道料

金・下水道使用料督促

処分の取消し又は無効

確認を求める審査請求 

令和２年１

２月３日 
－ 

令和２年９

月１６日 
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令和２年度第

４１号請求 

令和２年４月分水道料

金支払猶予申請不承認

処分の取消し若しくは

無効確認又は審査請求

人の申請を承認する処

分への変更を求める審

査請求 

令和２年１

２月７日 

令和２年９

月１４日 

令和２年９

月１６日 

令和２年度第

４２号請求 

令和２年５月分下水道

使用料支払猶予申請不

承認処分の取消し若し

くは無効確認又は審査

請求人の申請を承認す

る処分への変更を求め

る審査請求 

令和２年１

２月７日 

令和２年９

月１４日 

令和２年９

月 １ ６ 日

（令和３年

４月１６日

職権による

取消し） 

令和２年度第

４３号請求 

令和２年７月分水道料

金・下水道使用料督促

処分の取消し又は無効

確認を求める審査請求 

令和２年１

２月１７日 
－ 

令和２年１

０月１６日 

令和２年度第

４４号請求 

令和２年８月分水道料

金・下水道使用料納入

通知処分の取消し又は

無効確認を求める審査

請求 

令和２年１

２月１７日 
－ 

令和２年１

０月５日 

令和２年度第

４５号請求 

令和２年７月分水道料

金支払猶予申請不承認

処分の取消し若しくは

無効確認又は審査請求

人の申請を承認する処

分への変更を求める審 

令和２年１

２月２１日 

令和２年１

０月１５日 

令和２年１

０月２０日 
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 査請求    

令和２年度第

４６号請求 

令和２年６月分下水道

使用料支払猶予申請不

承認処分の取消し若し

くは無効確認又は審査

請求人の申請を承認す

る処分への変更を求め

る審査請求 

令和２年１

２月２１日 

令和２年１

０月１５日 

令和２年１

０月２０日

（令和３年

４月１６日

職権による

取消し） 

令和２年度第

４７号請求 

令和２年９月分水道料

金・下水道使用料納入

通知処分の取消し又は

無効確認を求める審査

請求 

令和３年１

月２１日 
－ 

令和２年１

１月５日 

令和２年度第

４８号請求 

令和２年７月分下水道

使用料支払猶予申請不

承認処分の取消し若し

くは無効確認又は審査

請求人の申請を承認す

る処分への変更を求め

る審査請求 

令和３年１

月２１日 

令和２年１

１月１０日 

令和２年１

１月１２日

（令和３年

４月１６日

職権による

取消し） 

令和２年度第

４９号請求 

令和２年６月分水道料

金支払猶予申請不承認

処分の取消し若しくは

無効確認又は審査請求

人の申請を承認する処

分への変更を求める審

査請求 

令和３年１

月２１日 

令和２年１

１月１０日 

令和２年１

１月１２日 

令和２年度第

５１号請求 

令和２年９月分水道料

金支払猶予申請不承認 

令和３年１

月２６日 

令和２年１

１月１９日 

令和２年１

１月２５日 
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処分の取消し若しくは

無効確認又は審査請求

人の申請を承認する処

分への変更を求める審

査請求 

   

令和２年度第

５２号請求 

令和２年８月分下水道

使用料支払猶予申請不

承認処分の取消し若し

くは無効確認又は審査

請求人の申請を承認す

る処分への変更を求め

る審査請求 

令和３年１

月２６日 

令和２年１

１月１９日 

令和２年１

１月２５日

（令和３年

４月１６日

職権による

取消し） 

令和２年度第

５４号請求 

令和２年８月分水道料

金支払猶予申請不承認

処分の取消し若しくは

無効確認又は審査請求

人の申請を承認する処

分への変更を求める審

査請求 

令和３年２

月２５日 

令和２年１

２月３日 

令和２年１

２月７日 

令和２年度第

５５号請求 

令和２年９月分水道料

金・下水道使用料督促

処分の取消し又は無効

確認を求める審査請求 

令和３年２

月２５日 
－ 

令和２年１

２月１７日 

令和２年度第

５６号請求 

令和２年１０月分水道

料金・下水道使用料納

入通知処分の取消し又

は無効確認を求める審

査請求 

令和３年２

月２５日 
－ 

令和２年１

２月３日 

令和２年度第 令和２年９月分下水道 令和３年２ 令和２年１ 令和２年１

-20-



５７号請求 使用料支払猶予申請不

承認処分の取消し若し

くは無効確認又は審査

請求人の申請を承認す

る処分への変更を求め

る審査請求 

月２５日 ２月３日 ２月７日 

（令和３年

４月１６日

職権による

取消し） 

令和２年度第

５９号請求 

令和２年１０月分水道

料金・下水道使用料督

促処分の取消し又は無

効確認を求める審査請

求 

令和３年３

月１８日 
－ 

令和３年１

月１９日 

令和２年度第

６０号請求 

令和２年１０月分下水

道使用料支払猶予申請

不承認処分の取消し若

しくは無効確認又は審

査請求人の申請を承認

する処分への変更を求

める審査請求 

令和３年３

月２４日 

令和２年１

２月２１日 

令和２年１

２月２３日

（令和３年

４月１６日

職権による

取消し） 

令和２年度第

６１号請求 

令和２年１１月分下水

道使用料支払猶予申請

不承認処分の取消し若

しくは無効確認又は審

査請求人の申請を承認

する処分への変更を求

める審査請求 

令和３年３

月２４日 

令和２年１

２月１７日 

令和２年１

２月２３日

（令和３年

４月１６日

職権による

取消し） 

令和２年度第

６２号請求 

令和２年１０月分水道

料金支払猶予申請不承

認処分の取消し若しく

は無効確認又は審査請 

令和３年３

月２４日 

令和２年１

２月１７日 

令和２年１

２月２３日 
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求人の申請を承認する

処分への変更を求める

審査請求 

   

令和２年度第

６３号請求 

令和２年１１月分水道

料金支払猶予申請不承

認処分の取消し若しく

は無効確認又は審査請

求人の申請を承認する

処分への変更を求める

審査請求 

令和３年３

月２４日 

令和２年１

２月２１日 

令和２年１

２月２３日 

令和３年度第

１号請求 

令和２年１１月分水道

料金・下水道使用料納

入通知処分の取消し又

は無効確認を求める審

査請求 

令和３年４

月８日 
－ 

令和３年１

月６日 

令和３年度第

３号請求 

令和２年１２月分水道

料金・下水道使用料納

入通知処分の取消し又

は無効確認を求める審

査請求 

令和３年４

月２０日 
－ 

令和３年２

月５日 

令和３年度第

４号請求 

令和２年１２月分下水

道使用料支払猶予申請

不承認処分の取消し若

しくは無効確認又は審

査請求人の申請を承認

する処分への変更を求

める審査請求 

令和３年４

月２０日 

令和３年１

月２１日 

令和３年２

月１８日 

（令和３年

４月１６日

職権による

取消し） 

令和３年度第

５号請求 

令和２年１１月分水道

料金・下水道使用料督 

令和３年５

月１４日 
－ 

令和３年２

月１５日 
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促処分の取消し又は無

効確認を求める審査請

求 

   

令和３年度第

６号請求 

令和３年１月分水道料

金・下水道使用料納入

通知処分の取消し又は

無効確認を求める審査

請求 

令和３年５

月１４日 
－ 

令和３年３

月３日 

令和３年度第

７号請求 

令和３年１月分水道料

金支払猶予申請不承認

処分の取消し若しくは

無効確認又は審査請求

人の申請を承認する処

分への変更を求める審

査請求 

令和３年５

月１４日 

令和３年１

月２１日 

令和３年２

月１８日 

令和３年度第

１０号請求 

令和２年１２月分水道

料金・下水道使用料督

促処分の取消し又は無

効確認を求める審査請

求 

令和３年６

月９日 
－ 

令和３年３

月１７日 

令和３年度第

１１号請求 

令和３年度下水道使用

料免除等申請不承認の

取消し若しくは無効確

認又は審査請求人の申

請を承認する処分への

変更を求める審査請求 

令和３年６

月２４日 

令和３年４

月１３日 

令和３年５

月７日 

令和３年度第

１２号請求 

令和３年２月分水道料

金・下水道使用料納入

通知処分の取消し又は 

令和３年６

月２４日 
－ 

令和３年４

月７日 

-23-



 
無効確認を求める審査

請求 
   

令和３年度第

１３号請求 

令和３年１月分水道料

金・下水道使用料督促

処分の取消し又は無効

確認を求める審査請求 

令和３年６

月２４日 
－ 

令和３年４

月１９日 

令和３年度第

１４号請求 

令和２年１２月分水道

料金支払猶予申請不承

認処分の取消し若しく

は無効確認又は審査請

求人の申請を承認する

処分への変更を求める

審査請求 

令和３年６

月２４日 

令和３年２

月２５日 

令和３年５

月７日 

令和３年度第

１５号請求 

令和３年１月分下水道

使用料支払猶予申請不

承認処分の取消し若し

くは無効確認又は審査

請求人の申請を承認す

る処分への変更を求め

る審査請求 

令和３年６

月２４日 

令和３年２

月２５日 

令和３年５

月７日 

 

別記２（関係法令） 

１ 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第１５条＜給水義務＞第１項は、水道事業者は、

事業計画に定める給水区域内の需要者から給水契約の申込みを受けたときは、正当の理

由がなければ、これを拒んではならない旨規定している。 

２ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条＜歳入の収入の方法＞は、普通地

方公共団体の歳入を収入するときは、政令の定めるところにより、これを調定し、納入

義務者に対して納入の通知をしなければならない旨規定している。 

３ 地方自治法第２３１条の３＜督促、滞納処分等＞第１項は、分担金、使用料、加入金、

手数料、過料その他の普通地方公共団体の歳入を納期限までに納付しない者があるとき
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は、普通地方公共団体の長は、期限を指定してこれを督促しなければならない旨規定し

ている。 

４ 行政不服審査法第１条＜目的等＞第１項は、この法律が、行政庁の違法又は不当な処

分その他公権力の行使に当たる行為に関し、国民が簡易迅速かつ公正な手続の下で広く

行政庁に対する不服申立てをすることができるための制度を定めることにより、国民の

権利利益の救済を図るとともに、行政の適正な運営を確保することを目的とする旨規定

している。 

５ 行政不服審査法第３１条＜口頭意見陳述＞第１項は、審査請求人又は参加人の申立て

があった場合には、審理員は、当該申立てをした者（以下「申立人」という。）に口頭で

審査請求に係る事件に関する意見を述べる機会を与えなければならない旨規定してい

るが、同項ただし書において、当該申立人の所在その他の事情により当該意見を述べる

機会を与えることが困難であると認められる場合には、この限りでない旨規定している。 

６ 民法（明治２９年法律第８９号）第１条＜基本原則＞第２項は、権利の行使及び義務

の履行は信義に従い誠実に行わなければならない旨、同条第３項は、権利の濫用は、こ

れを許さない旨それぞれ規定している。 

７ 奈良市下水道条例（昭和５１年奈良市条例第１６号）第３９条＜使用料等の免除等＞

は、公営企業管理者が、公益上その他特別の理由があると認めるときは、この条例に規

定する使用料、手数料その他の金額の全部若しくは一部の徴収を免除し、又は猶予する

ことができる旨規定している。 

８ 奈良市行政手続条例（平成１１年奈良市条例第１９号）第８条＜理由の提示＞第１項

は、行政庁が、申請により求められた許認可等を拒否する処分をする場合は、原則とし

て、申請者に対し、同時に、当該処分の理由を示さなければならない旨規定している。 

９ 奈良市法令遵守の推進に関する条例（平成１９年奈良市条例第４号）第２条＜定義＞

第３号は、不当要求行為等の定義について、違法行為の要求（不作為の要求を含む。以

下この号において同じ。）その他職員の公正な職務の遂行を妨げる行為又は暴力行為そ

の他社会常識を逸脱した手段により要求の実現を図る行為であって規則で定めるもの

をいう旨規定している。 

10 奈良市法令遵守の推進に関する規則（平成１９年奈良市規則第２０号）第２条＜不当

要求行為等＞第１項は、条例第２条第３号に規定する職員の公正な職務の遂行を妨げる

行為は、次に掲げる行為とする旨規定している。 
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⑴～⑸ 略  

⑹ 前各号に掲げるもののほか、特定の法人その他の団体又は個人が有利な、又は不利

な取扱いを受けるよう要求する行為 

また、同規則第２条第２項は、条例第２条第３号に規定する暴力行為その他社会常識

を逸脱した手段により要求の実現を図る行為は、次に掲げる行為とする旨規定している。 

⑴～⑵ 略 

⑶ 粗野又は乱暴な言動により他人に嫌悪の情を抱かせる行為 

⑷ 略 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、庁舎等の保全、庁舎等における秩序の維持又は市の事

務事業の遂行に支障を生じさせる行為 

11 奈良市下水道条例施行規程（平成２６年奈良市企業局管理規程第１号）第３１条＜使

用料の免除等＞第１項は、奈良市下水道条例第３９条の規定により使用料の全部若しく

は一部の徴収の免除又は猶予（以下この条及び次条において「免除等」という。）をする

ことができる公益上その他特別の理由があると認めるときは、使用者が次の各号のいず

れかに該当する場合とする旨規定している。 

⑴ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１１条第１項第１号に規定する生活扶

助の被保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第

２項第１号に規定する生活支援給付の受給者に該当する場合 

⑵ 奈良市水道事業給水条例施行規程（昭和６０年奈良市水道局管理規程第３号）第２

８条の２第１項第２号の規定に該当する場合 

⑶ 前２号に類する場合で、公営企業管理者が使用料の免除等をする必要があると認め

るとき。 
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奈良市報告第７９号 

 

市長専決処分の報告について 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

  令和３年１０月２８日提出 

 

奈良市長  仲 川 元 庸 

 

１ 令和３年度奈良市一般会計補正予算（第１０号） 
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市 長 専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。 

  令和３年１０月１２日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸 

 

記 

 

１ 令和３年度奈良市一般会計補正予算（第１０号） 
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令和３年度奈良市一般会計 

補正予算（第１０号） 

 

 令和３年度奈良市の一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ９５，０００千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ１４６，２２５，７９６千円とする。  

２ 歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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第１表　歳入歳出予算補正 　

　歳　入

千円 千円 千円

　　
　歳　出

千円 千円 千円

146,225,796146,130,796 95,000

５ ． 選 挙 費 508,845 95,000

歳　　　出　　　合　　　計

．

603,845

146,225,796

計

歳　　　入　　　合　　　計

　補　正　額　

項款 計　補　正　額　補正前の額

補正前の額項

146,130,796 95,000

３

２ ． 総 務 費 14,086,501 95,000 14,181,501

款

県 委 託 金 199,288 95,000 294,288

17 ． 県 支 出 金 10,978,949 95,000 11,073,949
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奈良市報告第８０号 

 

市長専決処分の報告について 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

令和３年１０月２８日提出 

 

                      奈良市長  仲 川 元 庸 

 

１ 和解及び損害賠償の額の決定について 
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市 長 専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。 

  令和３年１０月１日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸  

 

記 

 

   和解及び損害賠償の額の決定について  

 令和３年８月２１日午後９時１０分頃、奈良市中町地内において発生した、市道の穴ぼ

こにより、走行していた相手方の普通自動車のホイールが損傷した事故について、和解に

より次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。  

 

１ 損害賠償の額  ４３，７２５円 
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奈良市報告第８１号 

 

市長専決処分の報告について 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

令和３年１０月２８日提出 

 

                      奈良市長  仲 川 元 庸 

 

１ 和解及び損害賠償の額の決定について 
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市 長 専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。 

  令和３年１０月１８日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸  

 

記 

 

   和解及び損害賠償の額の決定について  

 令和３年７月１５日午前９時５０分頃、奈良市中山町地内において発生した、本市の公

用車が民家の外構フェンスに接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償の額

を決定するものとする。 

 

１ 損害賠償の額  １０４，５００円 
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奈良市議案第１０２号 

 

権利の放棄について 

 

 次のとおり権利を放棄したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第１０号の規定により議決を求める。 

令和３年１０月２８日提出 

 

                      奈良市長  仲 川 元 庸 

 

１ 権 利 の 内 容  新斎苑等整備事業用地として本市が取得した、奈良市横井町９２    

４番６外６筆の土地の売買契約等に係る住民訴訟につき、令和３

年１０月７日付けの最高裁判所による上告受理申立て不受理決定

により確定した、令和３年２月２６日付けの大阪高等裁判所の判

決において、本市が、相手方に対して連帯して支払うよう請求す

ることを命じられた１億１，６４３万７０５円及びこれに対する

平成３０年４月１０日から支払済みまで年５分の割合による金員

に係る損害賠償請求権のうち、下記相手方に係るもの 

 

２ 相 手 方  ●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 仲川 元庸 

 

３ 権利放棄の理由  新斎苑の整備は、長年にわたり本市喫緊の課題として取り組んで

きたものであり、その早急の実現は、本市における住民福祉の増

進に大きく貢献し、本市にとって大きな利益となるものである。

新斎苑等整備事業に係る用地取得については、そのような本市の

利益を実現すべく、本市議会における十分な議論の後に地方自治

法第９６条第１項に基づく議決が行われ、民意に基づいて決定さ

れたものであって、本市がそれらの利益を享受するにもかかわら

ず、それによって利益を得ているわけではない上記相手方に負担

を強いることは適正性及び妥当性を欠くものであり、上記の権利

を放棄するものである。 

 

（※個人情報保護のため、一部マスキング処理をしています。） 
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